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１．ファシリティマネジメントの取り組みの背景
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ファシリティマネジメントの取り組みの背景
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 ファシリティマネジメントとは施設の長期的な保全や利活用などを目的とした

総合的な施設の管理手法です。

 浦安市の公共施設は、市域の拡大と人口の増加に合わせて、昭和55（1980）年

前後に集中的に整備されました。これらの施設は建設後30年が経過し、施設の

劣化が進んでいます。

 これまでは建設後の経過年数が浅い施設が多く、個別の改修・補修を行う事後保

全で対応が可能でした。しかし建設後30年を経過した施設が増えてきたことか

ら、計画的な保全が必要となります。

 地球温暖化への対策として、再生可能エネルギーの利用や効率の良い設備機器

への改修なども必要となっています。

 市民の年齢構成が変化していることへの対応も求められています。

実施した事例として入船北小学校と入船南小学校の統廃合があります。



ファシリティマネジメントの取り組みの背景・概要
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 浦安市では、総合的な視点から公共施設の維持管理に取り組み、安定した市民
サービスを提供することを目的に、『ファシリティマネジメント』の考え方を
導入しました。

 施設データの一元管理、公共施設白書の作成、施設関連費用の削減、計画的な

施設保全による長寿命化、施設の効果的な活用などに取り組んでいきます。



浦安市のFMの特徴
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• 急速な少子高齢化
• 税収の減少
• 市町村合併
• 施設の重複

• 緩やかな少子高齢化
• 税収の安定
• 合併なし
• 適正な施設規模

他市のFM浦安市のFM

施設総量圧縮のための
FM

施設の長寿命化、利活用の
ためのFM



２. 「浦安市公共施設白書」の概要
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公共施設白書の目的・概要
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 公共施設白書とは公共施設の現状をまとめたものです。

 施設の改修・建替えの優先度や時期の検討を行うための基礎資料として活用し

ます。

 定期的に公共施設を調査し、更新を行っていきます。

 ＦＭ点検、１２条点検などを活用



浦安市をとりまく状況 人口・人口構成（2.2ページ）
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 東日本大震災の影響で一時的に減少しましたが、その後、増加に転じていま

す。現在の人口は、164,328人です。（平成28（2016）年2月末日現在）

 年齢層別では、老年人口（65歳以上）の割合が増加し、生産年齢人口（15～

64歳）の割合が減少しており、徐々に高齢化が進んでいます。



浦安市をとりまく状況 財政状況（2.5ページ）

10

 全国の自治体の中でも高い水準を維持しており、当面は健全な財政運営が維

持できるものと見込まれます。



浦安市の公共施設の現状 築年数別の状況（3.1ページ）
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 浦安市が保有する公共施設は、321施設、505棟で、総延床面積は約45万㎡です。

（平成27（2015）年10月時点）

 人口１人当たりの公共施設面積：浦安市 約2.7㎡/人、全国平均 約3.4㎡/人（全国自治体公共施

設延床面積データ分析結果報告（ 2011年3月）より）

 浦安市は、埋め立て事業により市域が拡大した昭和50年代以降に人口が急増し、

これに合わせて公共施設も集中的に整備されました。第2期埋め立て事業が完了

した昭和55（1980）年前後には小・中学校や幼稚園、保育園、公民館などが多

く建設されました。

 浦安市では平成35（2023）年に建設後30年を経過する施設が約50%になります。

一般的に施設の大規模改修時期は築後30～40年といわれています。



浦安市の公共施設の現状（建設年別） （3.1ページ）
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昭和 54（1979）年
美浜南小、入船保育園、浦
安中校舎・屋内運動場など

昭和 55（1980）年
入船中、見明川中、入船小
（旧入船南小）など

昭和 56（1981）年
堀江公民館、文化会館、舞浜
小、舞浜幼稚園など

平成 11（1999）年
健康センター・郷土博物
館、高洲高齢者福祉施設
(本棟)、高洲保育園など

平成 17（2005）年
新浦安駅前プラザ マーレ、明海中、明海
南小、高洲北小、千鳥学校給食センター、
高洲高齢者福祉施設（増築棟）など

図 3.1 建設年と建設面積および人口

延面積(㎡) 人(人口）



浦安市の公共施設の現状（30年経過施設の累計） （3.2ページ）
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用途別の状況（面積の割合） （3.3ページ）
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 小中学校、幼稚園などの学校教育施設が49.1%で、浦安市の公共施設
の約半分の面積を占めています。

 次いで、市役所などの行政施設と公民館や図書館などの社会教育施設
がそれぞれ7.3％クリーンセンターなどの環境整備施設が6.8%、体育
館やプールなどのスポーツ施設が6.0％を占めています。
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7.3%
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1.9%

高齢者福祉施設

5.0%

障がい者福祉施設

2.6%

環境整備施設

6.8%
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0.4%

その他
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行政施設

学校教育施設
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その他

施設分類 面積（㎡） 割合（%）

行政施設 32,850 7.3

学校教育施設 220,259 49.1

児童福祉施設 18,918 4.2

文化施設 12,262 2.7

社会教育施設 32,762 7.3

スポーツ施設 26,817 6.0

市民活動施設 8,399 1.9

高齢者福祉施設 22,493 5.0

障がい者福祉施設 11,838 2.6

環境整備施設 30,462 6.8

消防施設 9,225 2.1

交通施設 4,940 1.1

住宅施設 5,980 1.3

公園施設 3,916 0.9

防災施設 1,938 0.4

その他 5,664 1.3

総計 448725 100.0

図 3.3 施設分類別の面積の割合

表 3.1 施設分類別の面積の割合



用途別の状況（施設数の割合） （3.3ページ）
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 自治会集会所などの市民活動施設が63施設（19.6%）と最も多く、次いで、公衆
トイレなどを含む公園施設が47施設（14.6%）、学校教育施設が44施設
（13.7%）となっています。
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文化施設

1.6%

社会教育施設

2.8%
スポーツ施設
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市民活動施設
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高齢者福祉施設

10.0%

障がい者福祉施設

2.2%

環境整備施設

1.6%

消防施設

4.0%

交通施設

0.9%

住宅施設

1.6%

公園施設

14.6%

防災施設

7.5%
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1.9%
行政施設

学校教育施設

児童福祉施設

文化施設

社会教育施設

スポーツ施設

市民活動施設

高齢者福祉施設

障がい者福祉施設

環境整備施設

消防施設

交通施設
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公園施設

防災施設

その他

施設分類 施設数（施設） 割合（％）

行政施設 12 3.7

学校教育施設 44 13.7

児童福祉施設 30 9.3

文化施設 5 1.6

社会教育施設 9 2.8

スポーツ施設 16 5.0

市民活動施設 63 19.6

高齢者福祉施設 32 10.0

障がい者福祉施設 7 2.2

環境整備施設 5 1.6

消防施設 13 4.0

交通施設 3 0.9

住宅施設 5 1.6

公園施設 47 14.6

防災施設 24 7.5

その他 6 1.9

総計 321 100.0

表 3.2 施設分類別の施設数の割合

図 3.4 施設分類別の施設数の割合



配置の状況 （3.6～3.7ページ）
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 猫実地区には、市役所、文化会館、図書館など、多くの公共施設が集まっています。
 学校教育施設（小中学校、幼稚園）、児童福祉施設（保育園、児童育成クラブ）、市

民活動施設（自治会集会所）、高齢者福祉施設（老人クラブ）は、工場や流通倉庫が
立地する一部の地区を除いて、満遍なく整備されています。

 環境整備施設（クリーンセンター、斎場）は、住宅地から離れた千鳥地区に整備され
ています。
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図 3.9 地区別の施設面積



公共施設の耐用年数の考え方 （3.8ページ）
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 公共施設を有効的に、長期にわたって安全に使用するためには、適切な時期に

改修を実施し、耐用年数を超えた施設は建替える必要があります。

 浦安市では、ファシリティマネジメントの推進による計画的保全の実施、先進

技術の採用などにより、建物の長寿命化・延命化を図ることを目的とし、建物

の目標耐用年数を定めました。

今年度竣工した新庁舎は耐用年数を100年として設計しています。

分類 構造 目標耐用年数

重構造物
RC造（鉄筋コンクリート造）/S造（鉄骨造）
SRC造（鉄骨鉄筋コンクリート造）

60～70年

軽構造物 木造/軽量鉄骨造 30～40年

表 3 浦安市の公共施設の耐用年数



ここまでのまとめ
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 人口構成：
増加中、徐々に高齢化が進行

 財政状況：

高い水準、健全な財政運営を継続

 築年数別の施設状況：

平成３５年度までに３０年を超える施設が５０％を超える

 用途別の施設状況：

最大のものは、面積比では教育施設（小中学校等）が全体の約
５０％、施設数では自治会集会所が約２０％を占める

 耐用年数：

ＲＣ造 60～70年（大規模改修30年目、中規模改修15年ごと）
木造 30～40年（中規模改修15年目）



施設別の状況
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• 施設概要：

根拠法、担当部署、施設数、運営形態、業務内容

• 建物概要：

施設名称、住所、棟名称、延床面積、構造、階数、

竣工年月

• 利用状況：

「利用者数」、「利用日数」、「使用料収入」など

• コスト状況：

「管理費」、「光熱水費」

• 施設性能評価：

「安全性」「機能性」「環境配慮」「利用性（サービ

ス）」「経済性（コスト）」の5段階評価。

（A、B+、B、B-、C）



事例（１） 中学校 （4.24～4.27ページ）
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事例（１） 中学校 （4.24～4.27ページ）
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施設名称 住所 棟名称
延床面積

（㎡）
構造

階数

竣工年月地
上

地
下

入船中学校 入船 3-66-3 校舎 4,966.41 RC 3 1981/3

屋内運動場 1,254.58 S 1 1981/3

武道場 654.62 RC 2 1991/3

技術棟 654.62 RC 1 2014/9

プール付属棟 80.00 S 1 1981/3

富岡中学校 富岡 1-23-1 校舎 4,818.02 RC 3 1984/3

屋内運動場 1,247.81 S 1 1984/3

武道場 652.43 RC 2 1991/3

技術棟 414.88 S 1 1984/3

プール付属棟 76.00 S 1 1984/3

エレベーター棟 43.00 S 3 2002/9

美浜中学校 美浜 5-12-2 校舎 5,044.76 RC 3 1985/3

屋内運動場 1,404.35 S 1 1985/3

武道場 658.36 RC 2 1992/3

技術棟 282.54 S 1 1985/3

エレベーター棟 96.00 S 3 2002/9

プール付属棟 68.00 S 1 1985/3

日の出中学校 日の出 3-1-2 校舎 5,117.42 RC 3 1994/3

屋内運動場 1,174.08 S 1 1994/3

武道場 661.77 RC 2 1994/3

プール付属棟 188.00 S 1 1994/3

エレベーター棟 86.06 S 3 2003/9

明海中学校 明海 5-5-1 校舎 7,832.07 RC 3 2006/3

高洲中学校 高洲 7-3-1 校舎・体育館棟 9,372.49 RC/S 4 2014/4

※1：明海中学校は、明海南小学校との合同校舎となっています。

※2：校舎や屋内運動場などの他に倉庫やごみ置場などがありますが、一覧表からは省略しています。

【利用状況】

施設名称
生徒数

（人）

学級数（クラス） 保有教室数（室）

特別支援

学級

普通

学級
合計 普通教室 特別教室

浦安中学校 680 2 18 20 21 12

堀江中学校 599 － 16 16 17 13

見明川中学校 348 1 10 11 11 11

入船中学校 682 3 17 20 13 12

富岡中学校 471 － 13 13 14 11

美浜中学校 401 1 10 11 14 13

日の出中学校 567 － 15 15 14 11

明海中学校 419 2 12 14 14 16

高洲中学校 － － － － 11 15

計 4,167 9 111 120 129 114



事例（１） 中学校 （4.24～4.27ページ）
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【コスト状況・再生可能エネルギー】

施設名
コスト状況 再生可能エネルギー（太陽光発電）

管理費合計（円） 光熱水費合計（円） 有無 規模（kW）

浦安中学校 2,341,117 9,493,408 － －

堀江中学校 3,359,939 7,728,020 有 20

見明川中学校 3,872,831 8,974,243 － －

入船中学校 3,180,134 10,406,380 － －

富岡中学校 3,442,254 7,848,095 － －

美浜中学校 3,508,872 7,081,260 － －

日の出中学校 3,425,277 8,468,329 － －

明海中学校 3,774,344 7,975,518 有 20

高洲中学校 － － 有 20

※：高洲中学校は、平成 26 年 4 月に開校したため、平成 25 年度の管理費および光熱水費のデータはありませ

ん。

（平成 25 年度データ、再生可能エネルギー部分は平成 26 年度データ）

【施設の性能評価】

施設名 棟名称
建物 サービス コスト

安全性 機能性 環境配慮 総合 利用性 経済性

浦安中学校 校舎 B C B- B- B- B+

屋内運動場 A A B- B+

武道場 A B+ C B

プール付属棟 B B+ C B-

堀江中学校 校舎 A A A A A C

屋内運動場 A B+ C B

増築棟 A A B A

武道場 A A C B

プール付属棟 2 B+ A C B

増築棟 B+ A C A

プール付属室 A A C B

見明川中学校 校舎 B C C B- B- C

屋内運動場 A A C B

武道場 A A C B

技術棟 A A C B

プール付属棟 B+ A C B

入船中学校 校舎 B+ A C B A C

屋内運動場 A A C B+

武道場 A A C B

技術棟 A A C B+

プール付属棟 B+ A C B-

富岡中学校 校舎 B C B- B- B- B-

屋内運動場 A A B- A

武道場 A A C B

技術棟 A A C B+

プール付属棟 A A C B

エレベーター棟 A A C B+



事例（１） 中学校 （4.24～4.27ページ）
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施設名 棟名称
建物 サービス コスト

安全性 機能性 環境配慮 総合 利用性 経済性

美浜中学校 校舎 B C C C B- B-

屋内運動場 A A B- B+

武道場 A A C B

技術棟 A A C B+

エレベーター棟 A A C B+

プール付属棟 A A C B

日の出中学校 校舎 A B- B- B B- C

屋内運動場 A A C B+

武道場 A A C B

プール付属棟 A A C B

エレベーター棟 A A C B+

明海中学校 校舎 A A B A C B-

高洲中学校 校舎・体育館棟 A A A A 対象外 対象外



事例（２） 自治会集会所（利用状況）
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事例（２） 自治会集会所（コスト状況）

25



今後の取り組み （5.1ページ）
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1.情報の一元化

施設情報を一元化し、データベ

ースによる施設の適正な維持

管理や現状分析を行う

2.情報と問題意識の共有

実態調査データに基づく施設

白書を作成し、職員間や市民と

の問題意識の共有を図る

3.ライフサイクルコストの縮減

施設のライフサイクルコスト

を検証し、施設使用期間全体の

コストを削減する

4.施設の有効活用

施設の実態や施設評価のデー

タによる施設の有効活用検討

を行う

5.環境への配慮

施設データを活用し、適正なエ

ネルギー利用や再生可能エネ

ルギーなどの導入を検討する

施設情報をまとめた施設台帳の作成
データベースの構築と施設情報の管理

データベースによる施設定期点検情報の

管理
市有施設全体を見渡した検討

施設白書による施設情報の見える化
職員の施設の「保有」から「活用」への

意識変革
職員による施設情報の更新・運用

PDCA サイクルの確立

計画的な保全による補修・改修コストの

縮減

施設の長寿命化による更新コストの縮減
施設管理コストの縮減

人口変動などに応じた施設配置の見直し
施設の統廃合・転用・縮小の検討

施設の貸出・売却・運用方法の検討

新しいニーズへの施設や設備の対応
施設内の遊休スペースの有効活用

施設エネルギー情報の管理

環境に配慮した取組みの管理と促進
施設や分野ごとの環境配慮に対する評

価・分析

基本方針 具体的方策

・ FM 調査

・ 施設台帳の作成

・ 判定・評価の管理用

データベース作成

・ 施設定期点検

・ 施設白書の作成

今後の取り組み

実施事項

FMの推進にあたっては、職員や施設管理者による施設の調査および情報の更新を定期的に実施
し、最新の施設の状況を把握できる仕組みづくりと、職員等の意識とスキルの向上を図ります。

ＦＭ推進委員会を立ち上げ、
今後取り組んでいく事項



保全コストの試算（5.2ページ）
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FM推進のため、今後40年間の保全コストの総額把握、改修等の優先度設定とコストの平準化、および将
来に投資可能な予算をもとに、短中期における大規模改修計画の試算を行いました。

（1）今後40年間の保全コストの試算
1）建替えおよび改修の試算条件
建替えおよび改修の時期を、建物の構造別に、公共施設の目標耐用年数をもとに設定しました。
保全コストは、建替え・大規模改修・中規模改修のそれぞれについて、施設分類別に単位面積あたり
の単価を設定し、建替えおよび各種改修の時期に計上して試算しました。

重構造物 軽構造物

建替え 建設後60年 建設後30年

改修
大規模 建設後30年

－
（耐用年数が短いため）

中規模 建設後および大規模改修実施後15年

表 5.1 建替えおよび改修の実施時期

保全コストの種類 内容

建替コスト
・建物の構造別に耐用年数を設定し、同用途、同規模で建替えた場合に

かかるコスト

改修コスト
大規模改修コスト

・施設の機能を維持するために必要な、経年劣化に対する改修に必要なコ
スト

・社会的ニーズの変化（機能低下、利用変化）などに対応するために必要な
コスト

中規模改修コスト
・大規模改修の中間期で、修繕や更新が必要となる部位や設備の経年劣

化に対する改修に必要なコスト



保全コストの試算（5.3ページ）
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図 5.3 保全コストの試算結果（累計）
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2035年（20年間）
全体(累計) ：約1,020億円

建替え(累計)： 約120億円

大規模(累計)： 約690億円

中規模(累計)： 約210億円

2055年（40年間）
全体(累計) ：約2,150億円

建替え(累計)：約1,040億円

大規模(累計)： 約780億円

中規模(累計)： 約330億円



３.施設の建替え・改修の優先度の考え方
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保全コストの平準化の目的
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 各建物の構造や保全コストの種類（建替コスト、改修コスト）によって定めたルールに従っ
て、今後発生する保全コストを試算すると、特定の年度のコストが突出する

 計画的に予算を確保し、保全を実施していくことは難しい
➔予算を考慮して予算超過分を翌年に繰り越す等、毎年の保全コストがほぼ同じになる
ように調整すること（=平準化）が必要

 平準化を行うには、優先的に保全を実施する建物の順序（=優先度）を決定する必要が
ある
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優先度設定の視点と考え方
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① 施設性能評価の結果

 劣化が進行し安全面・機能面で重大な懸念のある施設ほど、優先的に建替
えや大規模改修を実施する必要がある

② 施設の重要度

 代替施設がない等の理由から重要度が高い施設から、建替えや大規模改
修を実施する必要がある

 施設性能評価の結果のみでは、平準化目標予算に合わせることができなか
った場合に、2次的な優先度の指標として適用する



施設性能評価の結果による優先度の設定方法（5.4ページ）
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 施設性能評価の建物に対する評価のうち、安全性と機能性の評価結果（各5段階）
の組み合わせにより、25段階に優先度を設定する

 表中の数字の順（1、2、3、…）で優先度が高いとなる。優先度が高いものから建替
えや大規模改修を実施する

安
全
性

C 11 7 4 2 1

B- 16 12 8 5 3

B 20 17 13 9 6

B+ 23 21 18 14 10

A 25 24 22 19 15

評価値
A B+ B B- C

機能性

安
全
性

C 5 4 3 2 1

B- 6 5 4 3 2

B 7 6 5 4 3

B+ 8 7 6 5 4

A 9 8 7 6 5

評価値
A B+ B B- C

機能性

※9段階評価では優先度が同じとなる場合があるため、
安全性を重視した上で25段階評価とした。



優先度設定と平準化のイメージ
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①-1

①-2～3

①-4～6

①-7～10

①-16～19

①-20～22

①-23～24

①-25

②-1
②-2～3

②-4～6

②-7～10

②-11～15

②-25

②-23～24

②-20～22

②-16～19

次年度に先送り

平準化目標

①-11
①-12

①-14
①-15

13

①-16～19

①-20～22

①-23～24

①-25

①-14
①-15

①-13

1年目の
先送り分

1年目 2年目
②-1

②-2～3

②-4～6

②-7～10

②-11～12
①②-13～15

①②-20～22

①②-23～24

①②-25

先送り分
+2年目

次年度に先送り

+ =

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ

高

低

優先順位：13の中は、
施設の重要度が高い
順に実施。残りは、
次年度に先送りする

①②-16

①②-17

①②-18

①②-19

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ

高

低

①-7～10

施設性能評価結
果による優先度

保全コスト試算時
に計上された年
度

【凡例】



短中期における大規模改修計画（案） （5.7ページ）
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■大規模改修検討表(例１)

施設名 竣工年 延床面積(m2) 優先度 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

幼稚園(1) 1978 1098.68 6 設計 0.1 大規模 2.2 (39年)

幼稚園(2) 1978 1145.22 6 設計 0.1 大規模 2.3 (39年)

幼稚園(3) 1977 1076.25 10 設計 0.1 大規模 2.2 (39年)

幼稚園(4) 1980 1062.99 10 設計 0.1 大規模 2.2 (37年)

幼稚園(5) 1980 1136.08 10 設計 0.1 大規模 2.3 (37年)

幼稚園(6) 1983 1106.40 20 設計 0.1 大規模 2.3 (34年)

幼稚園(7) 1981 1181.33 25 設計 0.1 大規模 2.4 (36年)

幼稚園(8) 1989 1106.13 20

幼稚園(9) 1985 997.68 25

幼稚園(10) 1985 993.12 25

幼稚園(11) 1987 1331.22 25

幼稚園(12) 1993 1311.66 25

中学校(1) 1979 5813.06 6 設計 0.4 大規模 3.0 (38年) . 7.0

中学校(2) 1980 5915.80 6 設計 0.4 大規模 3.1 (37年) . 7.1

中学校(3) 1983 5232.90 6 設計 0.3 大規模 2.7 (34年) . 6.3

中学校(4) 1984 5327.30 6 設計 0.3 大規模 2.8 (33年) . 6.4

中学校(5) 1993 5117.42 19 設計 0.3 大規模 8.8 (30年)

小学校(1) 1980 5116.76 10 設計 0.3 大規模 2.5 (37年) . 5.8

小学校(2) 1982 4309.18 10 設計 0.3 大規模 2.2 (35年) . 5.2

小学校(3) 1979 5773.77 14 設計 0.4 大規模 3.0 (38年) . 7.0

小学校(4) 1978 6006.62 14 設計 0.4 大規模 3.1 (39年) . 7.3

小学校(5) 1981 5203.27 14 設計 0.3 大規模 2.7 (36年) . 6.3

小学校(6) 1987 5169.70 14 設計 0.3 大規模 2.7 (30年) . 6.3

小学校(7) 1993 4656.16 15 設計 0.3 大規模 8.0 (30年)

小学校屋内運動場(1) 1981 1753.47 10 設計 0.1 大規模 3.0 (36年)

小学校屋内運動場(2) 1987 1052.55 15 設計 0.1 大規模 1.8 (30年)

小学校屋内運動場(3) 1993 1123.68 15 設計 0.1 大規模 1.9 (30年)

保育園(1) 1979 1019.54 10 設計 0.1 大規模 3.9 (38年)

保育園(2) 1982 1090.97 15 設計 0.2 大規模 4.2 (35年)

保育園(3) 1988 1503.54 15 設計 0.2 大規模 5.8 (30年)

公民館(1) 1985 3707.02 1 設計 0.3 大規模 2.8 (32年) . 6.6

公民館(2) 1986 2409.28 10 設計 0.2 大規模 1.8 (31年) . 4.3

図書館(1) 1982 5185.20 6 設計 0.5 大規模 3.9 (35年) . 9.3

福祉センター 1987 4800.68 10 設計 0.4 大規模 12.2 (30年)

武道館(1) 1990 2373.00 15 設計 0.2 大規模 6.0 (30年)

消防出張所(1) 1978 623.00 15 設計 0.1 大規模 1.6 (39年)

消防出張所(2) 1987 442.97 25

事務所(1) 1991 3797.22 23 設計 0.3 大規模 9.6 (30年)

（大規模改修 計）

設計委託費概算額(億円) 7.2
工事費概算額(億円) 204.1

合計(億円) 211.3

※２カ年にわたる工事の工事費は初年度を30%、次年度を70%とした。 ※設計委託費、工事費概算額は初年度に計上 （単位：億円）

※工事費概算額は監理委託料を含む

9.6 0.7 18.85.8 79.2 90.7 0.2 6.3

0.0 0.7 0.0

0.0 79.0 90.7 0.0 6.0 9.6 0.0

5.8 0.2 0.0 0.2 0.3

18.8

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

2022 2023

備考平成28年度 平成29年度 平成30年度

2016 2017 2018 2019 2020 2021

平成３５年度で築３０年を超えている施設だが、幼稚園全体のスケジュールから３５年度以後に大規模改修対象とする。

外壁改修のみH28に実施予定

※ 本検討表は現地調査の結果やコスト平準化の考え方に基づき、改修スケジュールの一例として作成したものです。

水回り改修の設計を予定

例1 建設後30年を超えた施設の大規模改修を速やかに実施
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例3 利用性や経済性などを考慮して大規模改修を実施
■大規模改修検討表(例３)

施設名 竣工年 延床面積(m2) 優先度 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

幼稚園(1) 1978 1098.68 6 設計 0.1 大規模 2.2 (41年)

幼稚園(2) 1978 1145.22 6 設計 0.1 大規模 2.3 (42年)

幼稚園(3) 1977 1076.25 10 設計 0.1 大規模 2.2 (43年)

幼稚園(4) 1980 1062.99 10 設計 0.1 大規模 2.2 (42年)

幼稚園(5) 1980 1136.08 10 設計 0.1 大規模 2.3 (42年)

幼稚園(6) 1983 1106.40 20 設計 0.1 大規模 2.3 (40年)

幼稚園(7) 1981 1181.33 25 設計 0.1 大規模 2.4 (42年)

幼稚園(8) 1989 1106.13 20

幼稚園(9) 1985 997.68 25

幼稚園(10) 1985 993.12 25

幼稚園(11) 1987 1331.22 25

幼稚園(12) 1993 1311.66 25

中学校(1) 1979 5813.06 6 設計 0.4 大規模 3.0 (38年) . 7.0

中学校(2) 1980 5915.80 6 設計 0.4 大規模 3.1 (38年) . 7.1

中学校(3) 1983 5232.90 6 設計 0.3 大規模 2.7 (36年) . 6.3

中学校(4) 1984 5327.30 6 設計 0.3 大規模 2.8 (36年) . 6.44

中学校(5) 1993 5117.42 19 設計 0.3 大規模 8.8 (30年)

小学校(1) 1980 5116.76 10 設計 0.3 大規模 2.5 (37年) . 5.8

小学校(2) 1982 4309.18 10 設計 0.3 大規模 2.2 (36年) . 5.2

小学校(3) 1979 5773.77 14 設計 0.4 大規模 3.0 (40年) . 7.0

小学校(4) 1978 6006.62 14 設計 0.4 大規模 3.1 (42年) . 7.3

小学校(5) 1981 5203.27 14 設計 0.3 大規模 2.7 (40年) . 6.3

小学校(6) 1987 5169.70 14 設計 0.3 大規模 2.7 (35年) . 6.3

小学校(7) 1993 4656.16 15 設計 0.3 大規模 8.0 (30年)

小学校屋内運動場(1) 1981 1753.47 10 設計 0.1 大規模 3.0 (39年)

小学校屋内運動場(2) 1987 1052.55 15 設計 0.1 大規模 1.8 (35年)

小学校屋内運動場(3) 1993 1123.68 15 設計 0.1 大規模 1.9 (30年)

保育園(1) 1979 1019.54 10 設計 0.1 大規模 3.9 (41年)

保育園(2) 1982 1090.97 15 設計 0.2 大規模 4.2 (39年)

保育園(3) 1988 1503.54 15 設計 0.2 大規模 5.8 (34年)

公民館(1) 1985 3707.02 1 設計 0.3 大規模 2.8 (32年) . 6.6

公民館(2) 1986 2409.28 10 設計 0.2 大規模 1.8 (33年) . 4.3

図書館(1) 1982 5185.20 6 設計 0.5 大規模 3.9 (36年) . 9.2

福祉センター 1987 4800.68 10 設計 0.4 大規模 12.2 (35年)

武道館(1) 1990 2373.00 15 設計 0.2 大規模 6.0 (33年)

消防出張所(1) 1978 623.00 15 設計 0.1 大規模 1.6 (41年)

消防出張所(2) 1987 442.97 25

事務所(1) 1991 3797.22 23 設計 0.3 大規模 9.6 (30年)

（大規模改修 計）

設計委託費概算額(億円) 7.2
工事費概算額(億円) 204.1

合計(億円) 211.3

※２カ年にわたる工事の工事費は初年度を30%、次年度を70%とした。 ※設計委託費、工事費概算額は初年度に計上 （単位：億円）

※工事費概算額は監理委託料を含む

33.6 34.2 35.81.0 9.4 29.7 33.9 33.7

1.2 1.0 0.0

0.0 8.3 28.7 32.9 32.8 32.4 33.2

1.0 1.1 1.0 1.0 0.9

35.8

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

2022 2023

備考平成28年度 平成29年度 平成30年度

2016 2017 2018 2019 2020 2021

平成３５年度で築３０年を超えている施設だが、幼稚園全体のスケジュールから３５年度以後に大規模改修対象とする。

外壁改修のみH28に実施予定

※ 本検討表は現地調査の結果やコスト平準化の考え方に基づき、改修スケジュールの一例として作成したものです。

水回り改修の設計を予定



４.今後の進め方 （FM調査・12条点検）
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FM調査の実施時期
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耐用年数 対象要否・実施時期 備考

60年
（重構造物）

•毎年、職員が実施
•ただし、3年に1回、外部委託業者を
加え、実施

•大規模な建物が多く、計画的保全
により、コスト縮減が図れるため

30年
（軽構造物）

•3年に1回、職員が外部委託業者と
共に実施
（自治会集会所、老人クラブを含む）

• 建替えサイクルが短く、都度保全が
適当であるため

• 職員の負担軽減

• 毎年度、ＦＭ調査の職員研修を実施し、 ＦＭについての意識向上を図ります。



12条点検の対象・実施時期
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 昨年度は、管理事務所や排水機場等も含め、100㎡を超える施設は、原則全て対象とした

 今年度以降は、原則、建築基準法で定める対象建築物を対象とし、用途により対象を拡大

（1）対象

【建築基準法で定める定期点検の対象建築物】
■第6条第1項第1号建築物

（一）劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂、集会場その他これらに類するもので政令で定めるもの
（二）病院、診療所（患者の収容施設があるものに限る。）ホテル、旅館、下宿、共同住宅、寄宿舎その他これらに

類するもので政令で定めるもの
（三）学校、体育館その他これらに類するもので政令で定めるもの
（四）百貨店、マーケット、展示場、キャバレー、カフェー、ナイトクラブ、バー、ダンスホール、遊技場その他これらに

類するもので政令で定めるもの
（五）倉庫その他これに類するもので政令で定めるもの
（六）自動車車庫、自動車修理工場その他これらに類するもので政令で定めるもの
上記の用途に供する特殊建築物で、かつ、その用途に供する部分の床面積の合計が100㎡を超えるもの

■その他政令で定める建築物
階数が5階以上、かつ、延床面積が1,000㎡を超える事務所（建築基準法施行令第14条の2）

 建築物：3年ごとに1回

 建築設備：毎年

（2）実施時期



12条点検およびFM調査の運用方法(案)
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H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

12条点検
（建築物） ● ● ● ●
12条点検

（建築設備） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
FM点検

（重構造物） ● ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ● ○

FM点検
（軽構造物） ● ● ● ●

外壁調査 ▲ △ △ ▲

【凡例】
●：外部委託業者（専門家）が実施
○：市職員（担当課もしくは施設管理者）が実施
▲：外壁タイル調査（外部委託）
△：ＲＣ外壁調査（外部委託） （半数ずつ実施）



12条点検・FM調査の今年度のスケジュール
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 199施設257棟を対象に外部委託

 7月～9月に実施予定

（1）12条点検（建築設備）

 市職員が調査を実施。（昨年度は2月～3月に95施設156棟に対し実施）

 調査方法の説明会を実施した後、市職員が調査を実施、調査結果をデータベー
スに入力

（2）FM調査（重構造物）


